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2003年度研究行事概要報告
第33回シンポジウム
開催日 2003年12月6日（土）
場所尚文館生涯学習講義室
全体テーマ 「東アジアの平和とナショナリズム」
報告者・テーマ
エズラ・ヴォーゲル
（ハーバード大学名誉教授）
「中国・日本・アメリカとアジアの平和」
山室信一（京都大学人文科学研究所教授）
「『アジアの平和』一—その思想的基底」
コメンテーター馬暁華
（大阪教育大学助教授）
司会大津留（北川）智恵子
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
参加者 30名
グローバル化が進む中で、多様な構成、歴史的
背景を持つ東アジアが国家の枠組みを超えた地域
的連携を考えるならば、どのような思想的、文化
的視座にたって国民や国家のあり方を捉えなおさ
なくてはならないか。本シンポジウムは、日米の
東アジア研究者から提示された視座に、中国のア
メリカ研究者のコメントを加えるという多角的な
アプローチで、東アジアの平和の可能性を議論し
ようとした企画である。
まずヴォーゲル氏から、本来は緊密な協力関係
にあるべき今日の中国、アメリカ、日本がそれぞ
れに問題を抱えていることが指摘された。具体的
には中国は後進の法・教育が整ったことで技術の
側面でも急速に台頭し愛国主義が高まる一方、沿
海と内陸に大きな格差を内包している現状、アメ
リカは90年代の経済的繁栄で傲慢さを増し、 9. 
11以降さらに誤った外交政策が重ねられている問
題、そして日本はアジアからの尊敬を受けていな
いことに根本的に危機感を欠いている状況が、懸
念材料として挙げられた。
次に山室氏からは、 21世紀の平和を考えるため
に20世紀からの底流における変化が指摘された。
20世紀のアジアのナショナリズムが平和を阻害す
るだけでなく、平和の可能性も示していたという
理解の上で、グローバリゼーションが否応なく構
造を変化させている21世紀のアジアにおいて、ナ
ショナリズムに拮抗する形で国際協調によって
リージョナリズムを育てることがアジアの平和に
繋がるのではないかという提案がなされた。異質
なものとの共存のために、国家ではなく個人に還
流して平和を考える必要性が求められた。
馬氏は、二つの報告を日中関係、米中関係、日
米関係と台湾という枠組みで整理しなおし、アメ
リカ、日本、中国それぞれの直面する課題につい
て指摘した。特に教育や対話を通して市民レベル
での信頼関係を築き、地域協力が可能な新しいア
ジアを作り出す必要性が語られた。
フロアからも多くの質問や見解が述べられ、報
告者・討論者を交えた活発な議論が展開された。
「構想力」や「ビジョン」という概念が、現在の
日本の外交に求められるものとして指摘され、ま
たアジアで共同体を作るためには、長期的な視野
に立つ想像力の豊かな人間を育てていくことが必
要だとされた。
イラクヘの自衛隊派兵が論じられている直中の
シンポジウムで、アジアの平和を私たち自身が当
事者として実現していく責任を負っていることを
再確認する場ともなった。
第29回公開講座
開催日 2003年5月9日（金）
場所第1学舎2号館B102教室
報告者 ヨハネス・プライジンガー
（大阪・神戸ドイツ連邦共和国総領事館総領事）
テーマ 「新しいドイツの外交政策」
司会森本哲郎
（関西大学法学研究所主幹・法学部教授）
参加者 218名
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戦後ドイツには外交の選択肢は 3つあったが、
その中で「ヨーロッパのドイツ」がアデナウアー
以来、 ドイツ外交の基本だった。現在のドイツが
直面しているポスト戦後の兆候として、一方には、
部分的グローバリゼイション、テロリズムと平和
なき世界、大量破壊兵器の拡散という世界体制の
構造的トレンドがあり、他方、主要相手国である
アメリカの「単独主義と予防戦略」、フランスの
「欧州ネオドゴール主義」、ロシアの「条件付パー
トナーシップ」がある。
これに対応する現在のドイツ外交の基本は「多
国籍機関への帰属」「市民国家と大国」「合法的な
カの行使」として特徴づけることができる。まず
EUとNATOへの加盟はドイツ自身の価値観に
なっている。ドイツ政府はEUを深め拡大するこ
とが必要だと考える。またドイツは今後も大西洋
を挟んだパートナーシップを重視する。ヨーロッ
パにおけるアメリカのプレゼンスに期待する。
「市民国家」の概念はドイツ外交が継続的に追求
してきたものだ（国際刑法、国連気候保護協定、
京都議定書など）。同時に今後軍事面をタブーと
せず、大国の政治を行う必要性も論じられている。
イラク危機に対して国際法に基づきドイツ政府が
とった対応を指して、 ドイツは平和主義を唱える
だけで冊界平和に積極的に果たすべき責任を回避
していると判断するのは誤りである。ドイツは
「国際平和維持軍」の形で、 1万人の兵力を 3つ
の大陸で6つの平和活動に派遣している。これは
世界第2の規模である。これからの世界の安全保
障体制は軍事的な安全だけではなく、経済、人権、
民主主義、文化も含む包括的概念に基づかねばな
らない。このような体制の柱は人権である。不公
正不自由から発生する紛争を克服する必要がある。
法学研究所・東西学術研究所公開講座
開催日 2003年1月6日（木）
場所尚文館生涯学習講義室
全体テーマ 「東西の出会い、緊張、そして融合
ーイスラームの『平和』とイラクー」
報告者・テーマ
酒井啓子
（アジア経済研究所地域研究センター参事）
「イラク戦後の占領統治の諸問題」
新谷英治
（関西大学東西学術研究所幹事・文学部教授）
「西アジア、イスラーム、そして『イラク』」
パネリスト ウリケル ・B・ボアチ
（総合研究大学院大学）
司会・コーディネーター
森本哲郎
（関西大学法学研究所主幹・法学部教授）
孝忠延夫
（関西大学法学研究所研究員・法学部教授）
挨拶
藤善真澄
（関西大学東西学術研究所所長・文学部教授）
参加者 96名
東西文化が出会い、対立と緊張を生み出しなが
らも融合し、共生の可能性を探っていった場とし
ての西アジアは、東西へ向けての文化の発信地で
あったということもできよう。この西アジアの歴
史と文化をわかりやすく豊富な資料を提示しつつ
新谷英治氏の講演は行われた。日本ではいまだに
あまり理性的とはいえない現代イスラームの理解
が多いが、新谷氏の講演は、現在のイスラーム社
会現象を正確に理解するための基本的前提を示す
ものでもあった。
また、 トルコに生まれ育ったウリケル ・B・ボ
アチ氏の発言は、かかる歴史と文化の担い手で
あったトルコが、今日の世界情勢、とりわけイラ
ク問題をめぐる厳しい対立のなかで翻弄されつつ
も将来に向けての確信を抱いていることすら窺わ
せてくれた。イスラームに限らず、異文化の理解
を試みる場合には、対象に対して常に自分の世界
観や価値観を投影してしまう危険性が存在するこ
とはよく指摘されるところである。ボアチ氏のコ
メントは、このことを再度重く受けとめさせるも
のであった。
酒井啓子氏は、まず、イラクについて語るとき
われわれが何か「異質」なものを論ずるかのよう
な雰囲気があることへの批判から説いた。酒井氏
によれば、フセインの創りあげたものは、われわ
れにとって「他者」の世界に独特のものでは決し
てなく。冷戦構造や独裁体制や国家による個の管
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理といった、われわれの慣れ親しんだ「西欧近代
のなれのはて」の中から出現したものだと明言す
る。つまり「フセイン的なるもの」は、「われわ
れの社会」に内包された問題でもあると、持論を
説得的に展開した。これに対して参加者（学生か
らも）質問がだされ、活発な論議が行われた。
イラクとイラク国民の抱えている問題が、決し
て「他者」の問題ではなく、現在と将来の国民国
家と世界システムのあり方に大きな課題を突きつ
けていることがあらためて明らかになったと思わ
れる。
第26回現代法セミナー
開催日 2003年1月29日（土）
場所総合図書館図書館ホール
全体テーマ
「河川環境行政の推進とパートナーシップ」
報告者・テーマ
山村恒年（法学博士・弁護士）
「河川行政における参加• 協働の問題点」
川上 聰
（木津川源流研究所長・三重大学非常勤講師）
「淀川水系流域委員会の活動と今後の課題」
コメンテーター
赤津加奈美（弁護士）
磯村篤範
（関西大学法学研究所委嘱研究員・大阪教育大学教授）
司会池田敏雄
（関西大学法学研究所主幹・法学部教授）
参加者 16名
近年、市民が行政施策の決定や運営に参加し、
行政と市民の協働により施策の公共性を確保する
いわゆるパートナーシップの重要性が強調される
ようになってきた。これは、公共• 公益の実現は
行政の専権と位置づけてきた従来の考え方を見直
し、主体と客体の区別を相対化し、市民にも公
共•公益実現の主体としての位置づけと役割分担
を担うことを目指した、新たな施策決定にかかる
民主化の再構築を図ろうとする動きといえる。
本セミナーでは、まず、山村恒年氏が河川を人
間の血管にたとえて河川環境施策の必要性を唱え、
今日、河川管理行政が市民との関係では「参加」、
「連帯」、「協働」を法的に要請されること、その
ためには〈いい川〉づくりに向けた仕組みづくり
が欠かせないこと、などを外国例を引用しながら
説明した。さらに、パートナーシップの例として、
新河川法に基づく河川整備計画の策定過程で協働
参加のモデルとされた淀川方式について、
ニュー・パブリック・マネジメント (NPM) と
の相違を踏まえながら紹介して、水系管理への協
働活動行政の確立が必要であることを力説した。
ついで、川上聰氏が淀川方式の担い手である淀
川水系流域委員会について、委員の一人としての
立場から、同委員会提言に沿った「淀川水系河川
整備計画基礎原案」の内容を紹介しながら、その
具体的活動内容と今後の課題を報告した。
その後、赤津氏及び磯村教授からコメントがあ
り、会場からの質問に答える形で報告者及びコメ
ンテーターがそれぞれ意見交換を行い、セミナー
は成功裡に終了した。
第27回現代法セミナー
開催日 2004年3月13日（土）
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ
森岡 正博（大阪府立大学総合科学部教授）
「『無痛文明』の時代を考える」
コメンテーター 若田恭二
（関西大学法学研究所所長・法学部教授）
司会寺島俊穂（関西大学法学部教授）
参加者 60名
現代社会は、科学技術が発達し、モノが満ちあ
ふれている豊かな社会であり、人々は安逸と飽食
に慣れきっているが、そうした表層の下で、われ
われは何かが病んでいるのではないかという不安
にとらわれずにはいられない。カルト、理由のな
い自殺願望•自傷、若者たちの不可解な暴力、ひ
きこもり、アデイクション（依存症）とアデイク
テイヴな人間関係（家庭内暴力、幼児虐待、ス
トーカー）の蔓延、狂牛病、テロリズムなど。そ
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して、クローン、遺伝子操作、人工生殖。われわ
れを不安にするこうした現象は、すべてどこかで
共通の根を持っているようにも思われる。
森岡氏は、現代社会のありようを「無痛文明」
と名づけ、それは、われわれの生からすべての
「痛み」と「苦しみ」を取りのぞき、快適さと安
逸をむさぼろうとする「身体の欲望」を徹底して
実現する装置がはりめぐらされたシステムだとし
た。それは、エアコンや新幹線のような便利さ・
快適さの装置から、テレビ・ゲームやインター
ネットのようなヴァーチャルな世界で現実を忘れ
させてくれるようなものにまで及んでいる。こう
した「無痛文明」が、現代の危機を招き、現代社
会と現代人の病理を生み出している、と森岡氏は
主張する。
人間の生は本来的に、痛みや苦しみとともにあ
り、そうした痛みや苦しみと出会い、それらを乗
り越えることで、人ははじめて生きていることを
実感し、さらに生きていることの歓びを感じるこ
とができる。肉体的・精神的な苦痛から逃れ、そ
れから目を逸らし、また目をつむって、快適•安
逸のみを追求する現代の生のあり方、社会のあり
方は、逆にわれわれから「生命」の輝きと歓びを
奪いさり、われわれを弱々しい、病んだ存在へと
変えてゆき、現代社会を病理的なものとしている。
このような森岡氏の議論は、氏の専門分野である
倫理学• 生命学、科学論、そして哲学などをふま
えつつ、それら諸分野を乗り越えた文明論の視点
に立って、こんにちのわれわれの社会の問題点、
その病理を論じるものである。
第46回特別研究会
開催日 2003年5月26日（月）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
ホセ・マルコス・ドミングス
（リオデジャネイロ州立大学教授）
「ブラジル法人税の問題点
一金融取引との関連を中心に一」
司会村井正
（関西大学法学研究所学術
フロンティア推進事業主幹・法学部教授）
参加者 15名
The Brazilian Corporation Tax System-Introduction 
Brazilian Taxes 
Income Tax Legislative Scenario-I 
Income Tax Legislative Scenario-2 
The concept of Income and of its availability 
Income availability 
Worldwide income 
Income Tax Sub-systems 
Corporation Tax-Taxpayers 
Corporation Tax-Tax basis Regimes 
Corporation Tax-Accounting 
Corporation Tax-Tax rates 
Corporation Tax-Effective tax rate 
Corporation Tax-Presumed Profit Regime 
Corporation Tax-Assessed Profit Regime 
Corporation Tax-Real Profit Regime 
Corporation Tax-Annual Real Profit Regime 
Corporation Tax-Specific Topics 
Financial transactions tax 
Anti-avoidance general clause 
第47回特別研究会
開催日 2003年7月7日（月）
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ
アンドルー・ゴードン
（ハーバード大学ライシャワー研究所所長・教授）
「近代日本における割賦販売制度とミシン
ー近代日本消費社会史研究序説一」
コメンテーター
藪田 賓（関西大学文学部教授）
今西康人（関西大学法学部教授）
司会孝忠延夫
（関西大学法学研究所所長・法学部教授）
参加者 18名
報告者であるA・ゴードン (AndrewGordon) 
教授は、現在ハーバード大学ライシャワー研究所
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所長をつとめている。同教授は、戦後日本の労使
関係に関する論考などですでに高い評価を得てい
る日本近代研究者である（同教授の略歴および業
績紹介は、文学部教授・陶徳民氏に行っていただ
いた）。今回の報告は、日本の近代化、近代法典
整備の特質を、ミシン産業とミシンの普及を手が
かりに論じるという興味深いものであった。報告
は、 Towarda History of Consumer Credit in 
Modern Japan: Sewing Machines and Ticket 
Companiesと題する33頁のレジュメに基づき、こ
のレジュメに含まれていない割賦販売制度の法的
諸問題に論究しつつ行われた。
同レジュメの目次は、次の通りである。
1 . Introduction: Histories of the sewing 
machine 
2. Early days of consumer credit, 1890-1920s 
3 . Consumer credit takes of; new awareness 
and discourse: 1920-30s 
4. "Japanese Style" Credit in the 1930s 
5 . The Surge of Postwar Consumer Credit 
6 . Coming to Terms with Consumer Society in 
Culture 
7 . Coming to Terms with Society in Politics 
8. Epilogue 
同教授によれば、ミシン産業とミシンの普及は、
戦前日本の近代化、戦後における日本人の生活ス
タイル、さらには割賦販売制度という法制度の枠
組みの確立に多大な影響を与えている。報告は、
「ミシン」を手がかりにしつつ、近代日本消費社
会史のグランドセオリーの構築までをも視野に入
れた広がりを持つものであり、参加者との活発な
論議を誘発する刺激的な内容にみちていた。
報告の後、藪田貫教授（文学部）が日本近代史
の研究者の立場から、今西康人教授（法学部教
授）が民法学・消費者法の立場からコメントと問
題提起を行った。
第48回特別研究会
開催日 2003年10月18日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
石部 雅亮（大阪国際大学法政経学部教授）
「穂積陳重と比較法史」
司会竹下 賢（関西大学法学部教授）
参加者 12名
本学の祖、児島惟謙は宇和島出身であるが、同
郷の士に、東京大学法学部教授、穂積陳重がいる。
大津事件において、惟謙は穂積の意見を聞き、そ
の支援を得たが、同時に学問的にも、穂積の法律
進化論に共鳴をしていて、意外な側面でも両者の
つながりは深い。本特別研究会では、比較法学と
ドイツ法学の大家、石部雅亮教授（大阪国際大
学）から、この穂積に焦点を合わせて、「穂積陳
重と比較法史」を題名とするご講演をいただいた。
以下に、講演内容を記すことにする。
講演は、穂積の学問的な業績を跡づけることに
よって、日本の法学がイギリスとドイツの法学と
どのような関係にあったかを考察しようとするも
のである。 1881年の論文「五大法族之説」におい
て、穂積は進化論の自然淘汰や適者生存の法則を
用いて、法学版「脱亜入欧」を説いている。また、
1904年の講演「比較法学の研究資料としての日本
民法典」では、文明諸国の法には土着の要素と外
来の要素の二つがあり、文明度が高まるにつれ、
後者の要素が増大するとみる。七大法族論が、両
業績に共通している。
このような比較法学の業績は、穂積のイギリス
とドイツヘの留学 (1881年帰国）の成果だといえ
る。注目すべきなのは、イギリスからドイツヘの
留学先の変更である。イギリスが自国法中心であ
るのに、 ドイツは比較法学が盛んであることが、
穂積の「転学理由書」に記されている。 1889年の
論文「法律学の一大革命」は、 ドイツの比較法学
ないし民族法学にもっとも接近した位置にあり、
比較法学による法律進化の法則の解明という点が
はっきりと前面に出ている。
イェーリング「権利競争論」との関連では、
1888年の論文「権利の感想」が重要である。それ
は、中世から近世への移行が法律からいえば義務
本位から権利本位への移行であるという、比較法
学に立脚した進化の法律学を基本にしている。こ
うした穂積の法学は、比較法学のみならず、日本
の基礎法学の原点となっている。
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第49回特別研究会
開催日 2003年11月4日（火）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
G皿therJakobs (ボン大学教授）
「刑法における責任概念と行為の主観面」
通訳者 岡上雅美（新潟大学法学部助教授）
司会葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
参加者 18名
おおむね次のようなテーゼにまとめられる報告
を巡って質疑応答が交わされた。
・近代世界は、宿命に基づく負責をもはや認めず、
計画可能な世界形成についてのみ負責が可能で
ある。
• 世界形成の計画には行為者の利益に従った方向
付けが必要であり、自らの利益を確保するため
には認識が必要である。認識を欠く者は自らの
利益に資する世界形成に失敗する。つまり、行
為者が引き起こした事柄は行為者に起因するの
ではなく自然の産物であることになる、従って、
認識の欠如は責任を軽減する方向に作用する。
• 他方、法を遵守することにより生じる個人的利
益は証明することができず、法は遵守の心構え
を個人に強いている。従って、遵守意思の欠如
は責任を軽減しない。
• だとすれば、認識の欠如は、本来、それが無関
心や遵守意思の欠如に基づく場合にはやはり責
任を軽減する方向に作用しえない。ドイツ刑法
典上の規制方式はその意味で体系的一貰性を欠
く。
・期待可能性は、緊急状態の強度にではなく、コ
ンフリクトを自然の産物として処理する可能性
の大小に依存する。
第41回総合研究会
開催日 2003年7月26日（土）
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ和田安彦
（関西大学法学研究所研究員・工学部教授）
「循環型社会づくりと不法投棄防止について」
参加者 13名
産業廃棄物が不法投棄された場所は2001年度に
全国に約670ヵ所あり、これらを撤去する費用は
900臆円にのぼるが、排出事業や運搬業者が倒産
や行方不明になっているケースが多く、結局は税
金による処理が行われるという経済的な問題も多
い。
廃棄物処理法は、平成3年、 9年、 12年に改正
が行われ、年々、排出事業者責任及び現状回復措
置、罰則の強化が行われてきたが、「不要物では
ないリサイクル可能物」と事業者が称した不適正
処理、総体としてはほとんどが不要なものがあっ
ても一部の物品等が有価であることを理由に有価
物と称して法規制を逃れようとする事例等に対し
て、事実上、行政による明確な規制ができない
ケースが多くなっている。
こういった不法投棄の増加は、住民の廃棄物処
理に対する不信感、不安感を増大させ、これによ
る廃棄物処理施設及びリサイクル施設の整備の停
滞は一層不法投棄増大を招くといった悪循環を起
こしている。
ここでは、最近の悪質な不法投棄や不適正処理
の事例を紹介し、これらを防ぐための行われてい
る取り組みなどについて述べた。
第42回総合研究会
開催日 2003年12月20日（土）
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ森本哲郎
（関西大学法学研究所主幹・法学部教授）
「選挙と政党政治の変動
ー有権者の行動をどう理解するかー」
参加者 7名
政治学は「選挙」というものをどのように見て
いるのか。キーワードとして、「政党支持」「争点
投票」「業績投票」「党首評価」という 4つの軸を
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説明し、今回の衆議院選挙を振り返る。そして、
今後の日本の政党政治のあり方を考える。
従来、「政党同一化意識（政党支持態度）」が有
権者の投票行動に決定的影響を与えていた。この
意識は必ずしも「合理的に」形成されるのではな
いが、安定した投票行動と安定した政党政治をも
たらした。しかし、 1980-90年代になると、先進
諸国に共通して、投票行動に対する「政党支持態
度」の影響力が弱まってくる。それとともに、
「政策争点態度」と「業績評価」という、短期的
に変動しやすい要因が大きな影響力をもち、これ
に基づく「争点投票」「業績投票」が選挙結果を
左右することが多くなってきた（「合理的有権者」
の誕生）。ただし「争点投票」によって選挙が決
せられるというのはいくつかの条件が揃わないと
成立しない (1989年参議院選挙）。これに対して
「業績投票」は実行しやすく、それで選挙の帰趨
が決まることが実際にしばしば生じている (1998
年参議院選挙）。もうひとつ「党首評価」の影響
が日本でも注目されるようになった (2000年衆議
院選挙と2001年参議院選挙）。今後、この要因の
役割は大きくなると予想される。
この4つの軸から報告者は2003年衆議院選挙の
予測を立てたが、結果はその線に沿ったもので
あった。日本でも 2大政党制の実現が近づきつつ
あり、それは小選挙区制の効果だとの議論が強く
なっている。しかし、選挙制度だけで2大政党制
の実現が保証されるわけではない。また2大政党
制の定着には、議席率と得票率の差が大きくなっ
ても、その正統性が損なわれないための、選挙制
度を超えた条件が必要であろう。
第2回法工連携公開講演会
「知財・ベンチャーセミナー」
開催日 2004年3月5日（金）
場所 尚文館マルチメデイアAV大教室
司会杉本隆史
（関西大学先端科学技術推進機構幹事・工学部教授）
開会挨拶
大場謙吉
（関西大学先端科学技術推進機構機構長・工学部教授）
挨拶竹下 賢
（関西大学副学長・法学部教授）
閉会挨拶若田恭二
（関西大学法学研究所所長・法学部教授）
講演者・テーマ
陣山 繁紀（近畿経済産業局 産業企画部長）
「産学官連携と地域の活性化」
滝川 敏明（関西大学法学研究所
学術フロンティア推進事業研究員・法学部教授）
「特許政策と企業間競争
ーアメリカの最新動向一」
安達 稔
（クラスターテクノロジー（樹代表取締役社長）
「ベンチャー企業の知財戦略」
河原 秀久（関西大学工学部助教授）
「氷結晶制御物質の機能とその事業化」
参加者 143名
昨年3月に引き続いて、第2回法エ連携公開講
演会「知財・ベンチャーセミナー」を先端科学技
術推進機構と法学研究所の共催で開催した。
今回の講演は、知財の活用・流通と関連する周
辺の問題を、産業への応用と地域の活性化、アメ
リカの企業間競争、ベンチャー企業等の視点から
取り上げ、産学官の立場から近畿経済産業局の担
当部長、本学の知的所有権法担当の教員、企業経
営者らがその取り組みを紹介した。
講演内容については、大学院生を含む学生、一
般社会人にも分かりやすいように、パワーポイン
トによる講義形式で行われ、要点を衝いた解説に
出席者からは好評を得た。
学術フロンティア推進事業シンポジウム
“ International Trade and Factor Mobility 
July I and 2, 2003 
Kansai University Centenary Memorial Hall 
July 1, 2003 
"* 
編集部注＊ この国際シンポジウムのプログラムは、英語
で作成されている。
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Session 1 
Chair:Hiroshi Ohta (Kobe University) 
Murray Kemp (The Australian Graduate School of 
Management) 
"Lurnpsum versus Non-Lurnpsurn 
Redistribution:A Second Glance" 
(with Hem巧 Wan)
Alan Woodland (University of Sydney) 
"Pareto Optimal Delegation in Customs Unions" 
(with Mark Melatos) 
Satya Das (Indian Statistical Institute) 
"Endogenous Trading Block Formation in a 
North-South Global Economy" 
(with Subhadip Ghosh) 
Session 2 
Chair:Koji Shimomura (Kobe University) 
Kala Krishna (Pennsylvania State University) 
"Conditional Policies in General Equilibrium: 
FTAs with ROOs Revisited" 
Jota Ishikawa (Hitotsubashi University) 
"Economic Intergration and Rules of Origin under 
International Oligopoly" (with Yoshihiro Mizoguchi 
and Hiroshi Mukunoki) 
Sesseion 3 
Chair:Seiichi Katayama (Kobe University) 
Fukunari Kimura (Keio University) 
"Foreign-owned versus Domestically-owned 
Firms: Economic Performance in Japan" 
(with Kozo Kiyo ta) 
Eric Ramstetter (The International Centre for the 
Study of East Asian Development) 
、Affiliate Activity in Japanese and U.S. 
Multinationals and Japanese Export,1986-1995" 
(with Robert Ripsey) 
Fum炊oTakeda (Yokohama City University) 
"Exchange Rate Pass-Through and Strategic 
Behavior in Japanese Import of DRAMs" 
(with Katsurni Matsumura) 
Session 4 
Chair:Fukunari Kimura (Keio University) 
Noritsugu Nakanishi (Kobe University) 
"Expansion of Network Integration and 
International Trade" (with Toru Kikuchi) 
Toru Kikkuchi (Kobe University) 
"On the Role of Communication Networks in 
Regional Economic Development" 
Kenji Kondo (Cyukyo University) 
Laixum Zhao (Hokkaido University) 
"Immigration and Remittance under Unionization" 
Yasukazu Ichino (Konan University) 
"Lobbying and Administered Protection" 
July 2, 2003 
Session 5 
Chair: Jota Ishikawa (Hitotsubashi University) 
Wilfred Ethier (University of Pennsylvania) 
"Globalization, Globalisation: Trade, Technology, 
and Wages" 
Henryk Kierzkowski (Graduate Institute of 
International Studies, Geneva) 
"International Trade and Agglomeration: An 
Alternative Framework" (with Ronald Jones) 
Taiji Furusawa (Hitotsubashi University) 
"WTO as an International Institution to Give Moral 
Support" 
Session 6 
Chair: Kala Krishna (Pennsylvania State University) 
Koji Shimomura (Kobe University) 
"A Factor Endowment Theory of International 
Trade and Endogenous Growth" 
(with Y.Hu and Murray Kemp) 
Takurni Naito (Tokyo Institute of Technology) 
"Tariff and Tax Reform: Dynamic Implications" 
Jyunko Doi (Kyoto Sangyo University) 
"Market Structure and Trade Pattern with 
Innovation-Imitation Model" (with Kazuhiro 
Yamamoto and Takashi Shibata) 
Session 7 
Chair: Taiji Furusawa (Hitotsubashi University) 
Yutaka Horiba (Osaka University) 
"U.S.Interregional Migration and Trade" 
Tsuyoshi Toshirnitsu (Kwansei Gakuin University) 
"Optimal R&D Policy and Endogenous Quality 
Choice" 
Kazunori Tanigaki (Ritsumeikan University) 
"Recycling and International Trade Theory" 
Session 8 
Chair: Katsuhiko Suzuki (K wansei Gakuin 
University) 
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Kar-yiu Wong (University of Washington) 
"Intraindustry Trade,Intraindustry Investment, 
and Welfare" (with Hsiu-Yi Chan) 
Kaz Miyagiwa (Emory University) 
"Trade in Exhaustible Resources and the Strategic 
Development of the Substitute Technology'' 
Michael Pfaffemayr (University of Innsbruck) 
"On the Welfare Effects of Trade and Investment 
Liberalization" (with Peter Egger and Mario Larch) 
Se蕊 ion9 
Chair: Masao Oda (Kansai University) 
Michihiro Ohyama (Keio University) 
、The Mundell-Fleming Model Revisited: A 
Microeconomics" 
The number of people present: 30 
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2003年度研究活動報告
（研究員の所属等は2004年12月1日現在）
•マンション法研究班
研究課題 マンションの管理と法をめぐる総合的研究
研究員と研究分担
主 幹月岡利男（法学部教授）
総括・建物の区分所有に関する法理論上の研究
研究員伊室亜希子（法学部専任講師）
マンション管理と先取特権をめぐる法律問題一立法問題を含む一
研究員馬場昌子（工学部専任講師）
居住者の高齢化と居住環境整備に関する実証的研究一実態調査を含む一
委嘱研究員 関根幹雄（弁護士）
マンション区分所有者間の権利と義務
委嘱研究員 高森八四郎（甲南大学法科大学院教授）
管理規約の法的拘束力の範囲と限界
委嘱研究員 平田 陽子（京都光華女子大学短期大学部教授）
マンションの居住者の意識と管理と生活ルール
1 定例研究会
マンション法研究班の第 1期研究 (2001年4月
~2003年 3 月）に続いて、第 2 期 (2003年 4 月～
2004年3月）研究は、マンションの機能、住環境
としてのマンションの特質に注目して、その周辺
領域にわたる諸問題にまで視野を拡大して進めら
れた。第10回および第11回定例研究会 (2003年5
月24日、 2003年6月21日）では、伊室亜希子（関
西大）「マンション法と先取特権一滞納管理費の
回収」、久保宏之（関西大）「不動産売買契約終了
後の値下げ販売と価格保持義務」、平田陽子（光
華女子短大）「高経年マンションにおける居住者
の住要求と住まい方の変化」、関根幹雄（弁護士）
「マンションとシックハウス被害」の各報告を中
心にデイスカッションが行われた。
伊室報告は、滞納管理費の回収方法について、
特定継承人に責任を転嫁する方法（法8条）以外
に、先取特権の行使（法7条）がどこまで期待に
応えることができるかを検討し，さらに第三の方
法としての、滞納を「共同利益に反する行為」と
して、その制裁的救済方法と位置づけられる法59
条の競売請求について、他の二つの方法との優劣
を検討している。久保報告は、いわゆるバブル崩
壊後に現れた多数の同種判例を素材として、分譲
マンションの当初の分譲に遅れてなされた分譲が
当初の分譲価格を著しく下回っていた場合に、当
初の購入者に不利益が生じるとして、その不利益
を売主に転嫁する方法が契約法秩序に内在するか
について、一般的な論点を提示しつつ、その収倣
すべき方向を検討している。
平田報告は、築後30年近くを経たマンションで
は、その居住者の半数以上が60オ代、 4分の 1近
くが70オ代の高齢者が占めている実状を指摘しつ
つ、高経年マンションに通例の一般的な修理・修
繕とともに、高齢者の身体的特性に対する建築的
対応の必要が特殊課題として顕在化していること
を強調し、その方策を検討する。関根報告は、建
物賃借人や建物新築注文主が当該建物の使用に
よっていわゆる「シックハウス症候群」という健
康被害を被った場合の被害者救済について、裁判
例を紹介し、問題点を検討するものである。
-146-
2 研究叢書『マンションの法と管理』の刊行
(2004年3月1日）
マンション研究班のこれまでの研究成果を発表
するため、『マンションの法と管理」と題して、
法学研究所・研究叢書第28冊を刊行した。本書は、
第I部「マンション法の諸問題」と第I部「マン
ション管理と住環境」によって構成されている。
前者には、「管理組合の普通決議の効力」（高森）、
「区分所有建物の敷地利用権」（月岡）、「区分所有
法における分譲マンション滞納管理費用の回収」
（伊室）、「不動産売買契約終了後の値引き販売と
•大都市圏選挙研究班
価格保持義務」（久保）、マンションの管理費用等
の預金口座名義と預金者の認定」（野口大作＝高
森）、「共同の利益に反する行為と差止・使用禁
止・競売の請求」（土井俊平＝月岡）、後者には、
「高齢社会における分譲マンションのリノベー
ション」（平田）、マンションの瑕疵と錯誤」（岡
田愛子＝高森）、「マンションとシックハウス症候
群」（関根）、「居住者の高齢化とマンション管理
組合」（馬場）が収録されている。
（月岡利男）
研究課題 大都市圏における首長選挙をめぐる政治過程の総合的研究
研究員と研究分担
主 幹森本哲郎（法学部教授）
総括•大都市政党の組織構造と選挙
研究員土倉莞爾（法学部教授）
大都市首長選挙の比較史的考察
研究員名取良太（総合情報学部助教授）
大都市圏自治体における政策過程と選挙政治
委嘱研究員 松並 潤（神戸大学大学院国際協力研究科教授）
大都市圏政治行政における政策イデオロギー・大都市圏制度と選挙政治
委嘱研究員 村上弘（立命館大学法学部教授）
大都市圏における「首長一議会関係」と選挙政治
今年度と来年度は研究班の第2期目となる。本
研究班の第 1期目においては、 9回の共同研究会
を中心に、学内外の研究者ならびに実務経験者と
の交流を積極的にはかり、研究班としての情報の
共有と分析視角の具体化体系化を図ってきた。そ
の成果は、関西大学法学研究所・研究叢書第27冊
『大都市圏における選挙・政党・政策ー大阪都市
圏を中心に一』 (2004年3月）として刊行するこ
とができた。
以上を踏まえて、第2期においては、地方自治
体職員、議会・政党関係者、また大都市圏政治の
観察を続けているマスメデイア関係者を対象とし
た調査（ヒアリングを含む）を中心に研究を計画
している。放置すれば散逸する草の根政治に関す
る資料の蓄積に努め、今期共同研究終了後の研究
展開にも繋がるよう、研究の持続性を重視したい
という意図からである。
この研究計画に沿って、今年度は以下のように
3回の定例研究会を開催した。
第10回研究会 (2003年 7月12日）「地方政治に
おける地方議会の意義一首長との関係を中心に
ー」（京都大学大学院法学研究科助手、辻陽氏）
第11回研究会 (2004年 1月24日）「市民派選挙
顛末期ー2003年福岡県知事選挙立候補の経験から
ー」（同志社大学大学院総合政策科学研究科教授、
今里滋氏）
第12回研究会 (2004年2月21日）「地方政治家
による議員活動の回顧」（元・香川県高松市市会
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議員、杉山勝氏）〔原稿提供〕
第1期各年度の活動報告でも述べたように、定
例研究会は、主に大阪大都市圏を想定しつつ、①
事例報告による具体的事実の共有、ならびに②地
方政治を説明する様々な理論的試みの検討、とい
う二つの目的を狙いとしている。今年度前半期は
各研究員とも第 1期分の研究成果の取りまとめに
重点的に取り組んでいたことと関連して、第10回
研究会では①と②の両方の観点から地方政治研究
の最先端を報告していただいた。辻報告は、従来
の日本での地方自治研究が主として地方「行政」
研究であること、また既存の地方「政治」研究の
問題点を明らかにしたうえで、首長と地方議会の
ふたつのアクターに注目し、「憲法的権力」と
「党派的権力」というキーコンセプトを軸に分析
を行う（分析対象は大阪府を中心としつつ近畿各
府県）。その結果、議会の首長に対する権力は、
従来の議論とは反対にかなり強いものであること
を明らかにしている。当研究班の課題と深く関連
する、刺激的で高水準の報告であり、率直な議論
を通して得るところ非常に大きいものがあった。
第1期分『研究叢書」への寄稿が完了した後半
期は、冒頭に記したような第2期の計画に沿って、
第11回研究会と第12回研究会を開催した。上記の
区分から言えば、主に①の観点からのものである。
第11回研究会では、政治・行政の研究者でありつ
つ（立候補前は九州大学教授）、無党派候補とし
て実際の知事選挙に立候補され、選挙過程という
ものを自ら主人公として文字通り肌で体験された
•マイノリティ研究班
研究課題 アジアの国民統合とマイノリティ
研究員と研究分担
主 幹吉田徳夫（法学部教授）
総括•日本におけるマイノリティ
研究員孝忠延夫（法学部教授）
マイノリティ論
今里氏の貴重なお話しをうかがうことができた。
討論の中では、体験者でないと分からない「政
治・選挙の機微」に触れる問題も多々議論するこ
とができた。しかも報告者と我々の間には、政
治・行政学者として共通の理論的問題意識がある
ため、②の観点からも得るところの多い研究会で
あった。
第12回研究会では、地方中核都市（高松市）の
市会議員として長年活動されてきた方に、立候補
の経緯や支持基盤、選挙のあり方、議会内活動な
ど議員生活全般にわたって回顧した詳細な原稿を
提供いただき、それをもとに各研究員が議論を深
めた。集合的統計資料からは分からない、またマ
スコミなどで大きく注目されることも少ない、し
かし地方政治を地道に支えている真摯な「普通の
地方議員」の政治生活の駿を知ることができ、た
いへん有意義であった。この種の証言を体系的に
集めて行けば、地方政治研究にとって、①の観点
からはもとより、②の観点（理論的観点）から見
ても得られるところはたいへん大きいものと考え
ている。
定例研究会と平行して各研究員がそれぞれの課
題について研究を進めていったことは言うまでも
ない。また、法学研究所主催の第42回総合研究会
(2003年12月20日）において、当研究班の活動と
関連して、森本哲郎が報告を行った（「選挙と政
党政治の変動ー有権者の行動をどう理解するか
ー」）。詳細は本誌の別項を参照されたい。
（森本哲郎）
研究員今西康人（大学院法務研究科（法科大学院）教授）
日本• 韓国におけるマイノリティの法的地位に関する調査・研究
委嘱研究員 浅野宣之（聖母女学院短期大学助教授）
インドにおける自治と分権
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委嘱研究員 宇田川 幸則（名古屋大学法政国際教育協力研究センター助教授）
中国法と国民統合
委嘱研究員 園分典子（愛知県立大学文学部教授）
韓国における人権思想
委嘱研究員 西澤希久男（高知県立高知短期大学講師）
タイにおける固有法と近代化
委嘱研究員 四本健二（名古屋経済大学法学部助教授）
カンボジア憲法と国家形成
委嘱研究員 M ・カマル・ゲイ（財団法人地球環境戦略研究機関 (IGES)研究員）
インドネシア国家とNGO
マイノリティ研究班は、昨年4月より研究会活
動を展開し、既に 5本の研究報告を得ている。以
下に、その経過報告を行う。
2003年4月12日 孝忠延夫研究員
「マイノリティ代表と『国民』統合」
2003年6月14日 吉田徳夫研究員
「豊能町同和事業誌について」
2003年12月20日 ゲイ・カマル研究員
「アジアの最近の自由貿易協会中の環境上の法
的アプローチ
"Legal Approach on the Enviroment under 
Recent Free Trade Agreements in Asia"」
2004年 1月23日 西澤季久男研究員
「タイの土地所有権法ースラム土地明渡請求事
件を巡って」
2004年3月23日 櫻井次郎
（名古屋大学大学院国際開発研究科助手）
「中国環境法における汚職賦課金制度について」
國分典子研究員
「韓国におけるマイノリティの法的諸問題について」
アジア法研究を中心として研究報告を得てきた。
研究課題はアジアのマイノリティ集団をはじめと
●環境政策研究班
研究課題循環型環境政策の実証的研究
研究員と研究分担
主 幹池田敏雄（法学部教授）
総括・循環型社会における環境基本法論
研究員後藤元伸（法学部教授）
循環型社会における不法行為責任法論
して、アジアの環境法、都市の再開発問題、さら
に沖縄、植民地時代の韓国朝鮮に対する言語政策
など多岐に渡る研究を展開してきた。即ち、孝忠
延夫研究員からは、国民統合という視点からマイ
ノリティ研究の課題が示され、吉田徳夫研究員か
らは、日本における近代国家のマイノリティ集団
と国民統合問題、即ち近代の部落問題の報告が
あった。ゲイ・カマル研究員からは自由貿易協定
のなかに含まれた環境と環境法問題という新しい
視点からの研究報告を得た。また西澤喜久男研究
員からはバンコクのスラムの再開発問題に絡むタ
イ国の土地所有権問題が取り上げられ、国分典子
研究員は韓国における北朝鮮からの「脱北者」の
法的処遇問題が取り上げられた。またマイノリ
ティ班以外の共同研究者である櫻井次郎氏から中
国環境法における汚職賦課金制度の問題について
の報告を得た。
上記の如く、多様な研究報告を得てきたが、今
後はさらに班としての共通テーマである国民統合
という、アジアにおいて山積する課題に焦点に即
して研究活動を継続させる予定である。
（吉田徳夫）
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研究員和田安彦（工学部教授）
循環型社会と廃棄物処理法論
委嘱研究員 儀村篤範（大阪教育大学教育学部教授）
循環型社会における国・地方・住民の協働関係論
委嘱研究員 佐伯 彰洋（同志社大学法学部教授）
循環型社会と環境行政計画法論
環境政策研究班は、第9期 (2003-2004年度）
の研究班として、「循環型環境政策の実証的研究」
をテーマとして掲げ、 2003年4月に発足した。本
研究班の研究目的は、 21世紀における持続的発展
が可能な循環型社会を形成するために国や地方自
治体がどのような環境政策を推進すべきかを、国
や地方自治体の現下の環境政策を実態把握し、比
較法的視点も踏まえて分析検討することにより解
明し、循環型社会形成に役立つ環境法制のあるべ
きモデルを構築して、提言することにある。
2003年度は初年度であり、研究員各自が国や地
方自治体の環境政策にかかる資料収集や実態調査
に専念し、足固めとしての研究を推進した。
2003年度に開催された研究会は次の通りである。
第1回研究会 2003年5月17日（土）
今年度の研究計画についての検討
第2回研究会 2003年6月14日（土）
テーマ：「アメリカ環境法ーアメリカにおける
ブラウンフィールズの政策手法」
報告者：黒坂則子（同志社大学大学院）
第3回研究会 2003年10月25日（土）
テーマ：「大阪府の循環型社会形成推進施策に
ついて」
報告者：池田敏雄
（本研究班研究員・主幹 法学部教授）
第4回研究会 2003年11月22日（土）
テーマ：「森林の持続可能な経営と循環的利用」
報告者：南 慎二（奈良県立大学教授）
第5回研究会 2004年2月14日（土）
テーマ：「環境保護責任を担う『企業』一『企
業の社会的責任」論の規範性」
報告者：磯村篤範（本研究班委嘱研究員 大阪
教育大学教授）
第6回研究会 2004年3月6日（土）
テーマ：「オーストラリア環境法一現在の動向一」
報告者：黒坂則子（同志社大学大学院）
併せて、オーストラリアにおける環境政策実
態調査の打合せ
第7回研究会 2004年3月27日（土）
テーマ：「自然再生推進法の概要と問題点」
報告者：田中 謙（長崎大学教授）
なお、以上のほか、 2003年7月26日（土）の法
学研究所の第41回総合研究会では、和田安彦本研
究班研究員（工学部教授）が「循環型社会作りと
不法投棄防止について」のテーマで、研究班を代
表して報告した。
研究班の実態調査としては、 3月9日（火）～
15日（月）の間、オーストラリアにおいて現地実
態調査を行った。具体的には、シドニー大学の環
境法研究センター (Lyster所長）、ニューサウスウ
エルズ州環境保護局 (EnvironmentalProtection 
Authority)等に赴き、意見交換を行い、多量の
資料提供を受けた。また、レンジャーの案内で
Loyal National Parkを実地に視察し、自然保護に
かかる資料を収集する等の成果を上げた。
（池田敏雄）
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●学術フロンティア推進事業 研究プロジェクト名「国際金融革命と法」
学術フロンティア推進事業『国際金融革命と
法」は、 2000年から2004年までの 5年間のプロ
ジェクトである。金融法学研究班、金融研究班、
国際課税研究班、国際資本移動・電子商取引研究
班の4班からなり、各研究班及び研究員がその割
り当てられた研究テーマにつき担当している。そ
して、 2003年度は、各研究班は、研究班相互の連
携・意見交換を促進する狙いから、従来、研究会
を個別に開催してきたことをあらため、個別の研
究テーマを全体のテーマに収敏させ、それを最終
報告書という形でまとめる段階に入った。
1 各研究班の研究テーマ・研究員・研究分担
(1) 金融法学研究班
研究テーマ
「金融持株会社をめぐる法規制、商事信託をめ
ぐる法規制、金融取引の法ルールに関する研究」
主幹早川徹
（大学院法務研究科（法科大学院）教授）
総括•金融取引に関する法ルール
商事信託をめぐる法規制
研究員大和正史
（大学院法務研究科（法科大学院）教授）
金融持株会社をめぐる法規制
研究員滝川敏明
（大学院法務研究科（法科大学院）教授）
金融持株会社をめぐる法規制
学外研究員石田慎得
（大阪府立大学経済学部助教授）
金融市場に関する研究
学外研究員小櫻純
（神戸学院大学大学院実務法学研究科教授）
商事信託をめぐる法規制
学外研究員後藤紀一
（広島大学大学院法務研究科教授）
金融取引に関する法ルール
学外研究員泉水文雄
（神戸大学大学院法学研究科教授）
金融持株会社をめぐる法規制
招へい研究員 Ursula Shibumi Eisele (弁護士）
ドイツにおける投資資本会社の研究
(2) 金融研究班
研究テーマ
「金融・証券市場に関する総合的実証研究」
主幹宇恵勝也（商学部教授）
総括・ マクロ経済動学の分析手法を用いた金融
分析
学外研究員足立光生
（名古屋商科大学会計ファイナンス学部助教授）
経済工学モデルによる金融市場分析
学外研究員忽那憲治
（神戸大学大学院経営学研究科助教授）
ベンチャー・ファイナンスに関する分析
学外研究員篠秀一 ・
（積水化学工業（梱コーポレートコミュニケー
ション部・ IRグループ長兼経営管理部）
エクイティ・ファイナンスに関する制度分析
学外研究員藤原賢哉
（神戸大学大学院経営学研究科教授）
金融・資本市場の効率性に関する分析
学外研究員松尾順介
（阪南大学経営情報学部助教授）
社債市場における諸課題の分析
招へい研究員 Paul Beaudry 
(University of British Columbia Department of 
Economics Professor) 
リスクと流動性の経済分析
(3) 国際課税研究班
研究テーマ
「金融資産の証券化に関する課税問題、金融取
引を中心とするタックス・シェルター、グロー
バル・トレーデイングと電子商取引の課税問題
に関する研究」
主幹村井正（法学部教授）
総括•金融資産の証券化に関する課税問題
金融取引を中心としたタックス・シェルターの
濫用
グローバル・トレーデイングと電子商取引の課
税問題
研究員鶴田廣巳（商学部教授）
投資ファンド課税の研究
研究員前川聡子（経済学部助教授）
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金融所得 (dualincome)課税の研究
学外研究員占部裕典
（同志社大学大学院司法研究科教授）
金融取引を中心としたタックス・シェルターの
濫用
グローバル・トレーデイングと電子商取引の課
税問題
学外研究員岸田雅雄
（早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授）
金融資産の証券化に関する課税問題
学外研究員谷口勢津夫
（大阪大学大学院高等司法研究科教授）
グローバル・トレーデイングと電子商取引の課
税問題
学外研究員 増井 良啓（東京大学法学部教授）
金融資産の証券化に関する課税問題
グローバル・トレーデイングと電子商取引の課
税問題
学外研究員宮本十至子
（立命館大学経済学部助教授）
金融資産の証券化に関する課税問題
招へい研究員 Justin Dabner 
(James Cook University School of Law) 
金融資産の証券化に関する課税問題
(4) 国際資本移動・電子商取引研究班
研究テーマ
「国際資本移動及び電子商取引に理論的•実証
的研究」
（国際資本移動グループ）
主幹小田正雄（経済学部教授）
総括•国際マクロ経済学と国際資本移動
学外研究員太田博史
（神戸大学経済経営研究所教授）
直接投資と国際資本移動
学外研究員 近藤健児（中京大学経済学部教授）
国際労働移動の経済分析
学外研究員谷垣和則
（立命館大学経済学部教授）
国際資本移動と貿易政策
招へい研究員 Kar-Yiu・Wong 
(University of Washington (Seattle) 
Department of Economics Professor) 
International Trade and Factor Mobility 
（電子商取引グループ）
研究員隈元昭（工学部教授）
分散金融情報システム
学外研究員名和小太郎
（国際大学グローバルコミュニケーションセン
ター客員教授）
金融情報システムの新展開
学外研究員廣瀬克哉（法政大学法学部教授）
電子商取引のための制度整備
学外研究員堀江康熙
（九州大学大学院経済学研究院教授）
金融市場と国際資本移動
2 2003年度に開催された共催の研究会・シンポ
ジウム
(1) 「デリバティブに関する研究会」が2003年4
月に 4回にわたって開催された。この研究会では、
東京証券取引所派生商品部及びモルガンスタン
レー証券から 4名を報告者として迎え、金融先物、
オプション、クレジットデリバティブ、金利デリ
バティブについての基本的な考え方、市場の現状、
今後の展望等について報告がなされ、その後議論
をもった。この一連の研究会には研究者・実務家
だけでなく、大学院の学生、さらには学部の学生
までの幅広い参加者があり、大変な盛況であった。
そのような参加者を考慮され、報告者にあっては、
初学者向けの解説から非常に専門的な内容まで広
くカバーしていただき、大きな成果を得ることが
できた。
(2) 国際シンポジウムーInternationalTrade and 
Factor mobilityー が2003年 7月に二日間にわたっ
て開催された。 IFESJapan, RCIE (University of 
Washington)との共催で、海外からM.Kemp,
K.Krishna, H.Kierzkowski, A.Woodland, W.Ethier, 
k.y.Wong, S.Das, K.Miyagiwaなど、世界の第一級
の国際経済学研究者が関西大学に集まった。
Fragmentation, Agglomeration, Globalization, 
Administered Protection, WTO, Trade and 
Growth, Trade and Investment, Rules of Origin, 
Network Integration, Exhaustible Resources, 
Transfer Problem, Trading Blockなどについて最
先端の論文が発表され、活発な討論がなされた。
その成果の内容は法学研究所のプロシーデイング
スとして刊行され、内外の研究者の間で高い評価
を得ている。
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(3) . 2003年12月、研究会「資産担保金融を可能に
する制度的条件一可動物件に関するケープタウン
条約を素材として一」が、上智大学の小塚荘一郎
教授を招いて開催された。本研究報告の内容は、
「証券化」ないし「資産流動化」に関するもので
ある。本報告は、資金調達の形態が「証券」の発
行を伴うか否かは、手段の選択の問題に過ぎない
とし、より本質的な点は、これらの金融スキーム
が特定の資産が持つ収益力に基づいた資金調達を
実現するところにあると指摘する。その上で、こ
の領域の法的研究は「証券化」ではなくて「資産
担保金融」の観点からなされるべきであるとされ
る。そして、この視点から、資産担保金融を実効
的なものとする制度とはいかなるものかという点
について、 2001年に採択されたケープタウン条約
の分析を通じて、立法論的に論じられた。
(4) 2004年2月に研究会「債務の株式化 (DES)」
が開催された。本研究会は、報告者に西村善朗氏
（ユナイテッドパートナーズ会計事務所）、報告に
対するコメンテーターとして水野浩児氏（南都銀
行）及び安井聖美氏（公認会計士• あずさ監査法
人）の両名を招き、債務の株式化（デッド・エク
イティ・スワップーDES)について報告及び議論
がなされた。本研究会では、債務の株式化を企業
再建及び不良債権処理の一方策と位置づける。実
際にDESを活用された実績のある西村氏からは、
具体的な再建スキームの紹介を交えつつ、産業活
力再生特別措置法や租税法その他の制度上の問題
点の指摘があった。特に、実際にスキームを構築
する税理士としての視点から、 DESと法人税法の
関連において、有益な議論がなされた。また、コ
メンテーターである水野氏は銀行実務の観点から、
安井氏は金融機関の監査に携わる会計士としての
視点から、それぞれ不良債権処理について、特に
法人税法についてのコメントがあった。それぞれ
立場の異なる三名の報告者と参加者との討論は、
DESの問題から不良債権処理問題全般に広がり、
実務と理論の両面から問題点が整理された。
(5) 2004年3月には「合同研究会」として前川聡
子助教授（関西大学経済学部）および本プロジェ
クトのリサーチアシスタントであった溝渕彰氏
（現下関市立大学経済学部専任講師）から、それ
ぞれ報告があった。前川助教授は「銀行行動と金
融政策の有効性ースティグリッツの紹介を中心と
してー」と題して、経済学者J.Eステイグリッ
ツの考え方を紹介され、特に金融政策の観点から
の報告がなされた。また、溝渕氏からは、「コー
ポレートファイナンスとインセンテイヴ報酬ーア
メリカ法を参考にして」と題して、企業金融の観
点から、ストックオプションなどのインセンティ
ヴ報酬に内在する問題点が指摘された。
3 個別の研究班による研究会
(1) 金融法学研究班では、 LawrenceC. Foster(ハ
ワイ大学ロースクール教授）を招いて、研究会
「TheSarbanes -Oxley Act of 2002, ーアメリカ
の新たな企業改革法についてー」が開催された。
(2) 国際課税研究班では、ホセ・マルコス・ドミ
ングス（リオデジャネイロ州立大学教授）を招い
て研究会「ブラジル法人税の問題点一金融取引と
の関連を中心に」が、ウルズラ・シブミ・アイゼ
レ（学術フロンティア招へい研究員・ドイツ弁護
士）を招いて研究会「ドイツの『投資株式会社』
について」が、さらに平成15年度投資セミナー
「日本企業の直接投資と開発途上国一投資関連法
を中心に一」が2003年度に開催されている。
(3) 国際資本移動・電子商取引研究班では、神事
直人氏(-橋大学大学院経済学研究科専任講師）
を招いて研究会「StrategicSelf -Regulation , 
Envirorunental Policy, and International Trade」
及び井上正氏（広島修道大学経済学部教授）を招
いて研究会「DynamicPatterns of Trade with 
Recursive Preferences」が2003年度に開催されて
いる。
以上振り返ったように、 2003年度は本プロジェ
クトにとって研究会・シンポジウムの充実した年
になった。各研究会・シンポジウムの報告および
議論の内容は各研究班の研究成果報告書（平成15
年版）及びプロシーデイングスに掲載されている。
また、ここでは研究会・シンポジウムの紹介にと
どまっているが、フロンティア研究員の研究成果
として、学術論文が多数発表されている。各研究
班の研究成果報告書を参照されたい。
現在、学術フロンティア推進事業『国際金融革
命と法」が最終年度に入っている。これまでの一
連の成果を最終報告書に収倣させる作業が、鋭意
進められている所である。
（村井正• 藤原拓哉）
-153-
